
東邦大学医療センター大森病院 メンタルヘルスセンター

１（スタッフ

・常勤３名＇看護師、精神保健福祉士、作業療法士（

・兼任２名＇精神科医師、臨床心理士（

２（利用者

・年齢：15歳～30歳

・疾患：ARMSまたは統合失調症初回エピソード

・期間：現時点では１年間

３（プログラムの特徴

・認知行動療法を軸とした心理社会的アプローチ

・認知機能トレーニングを軸とした生物学的アプローチ

例：統合失調症の前駆期・急性期治療としてのデイケアプログラム

「イル ボスコ」デイケア

例： ①ツールやゲームを用いた認知機能トレーニング ③疾病管理・生活支援
②ロールプレイやシートを用いた対人関係技能の習得及び向上 ④集団体験を目的としたグループワーク

厚生労働省平成20年度障害保健福祉推進事業「精神科医療の機能強化に関する調査研究事業、
急性期デイケアの効果と医療経済分析」＇研究代表者：水野雅文（
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厚生労働省平成20年度障害保健福祉推進事業「精神科医療の機能強化に関する調査研究事業、
急性期デイケアの効果と医療経済分析」＇研究代表者：水野雅文（

４（内容
・プログラムの参加 ・包括的地域ケア＇OTP（ ・個別面接

・個別就労 ・就学支援 ・家族面接

・家族会 ・連携ミーティング

５（成果

利用者４７名中

○ 既に１年間の利用が終了した者・・・２３名＇複数回答（

・就学継続、学校合格 12名
・アルバイト、復職 8名
・休職・休学 2名
・所属なし 8名

○ ＱＯＬ２６

利用開始時 6ヶ月経過時
平均値＇SD（ 平均値＇SD（

） p＜0.05

平均 2.9＇0.39（ 3.22＇0.68（ *

身体 2.91＇0.54（ 3.26＇0.71（ *

心理 2.53＇0.48（ 2.99＇0.92（ *

社会 3.02＇0.64（ 3.38＇0.59（ *

環境 3.18＇0.68（ 3.32＇0.67（ n.s.

全体 2.65＇0.69（ 2.92＇0.86（ n.s.
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○対象者：会社に在籍し、病休もしくは休職している者

月 火 水 木

午前
9：30～

パソコン
軽スポーツ
集団認知

療法
グループ パソコン

○プログラムの目的：

(1)生活リズムの改善

「朝から活動出来る生活リズム作り」と「通勤訓練」

(2)仕事に必要とされる基礎能力の改善

色々な課題や種目を通して、集中持続性や判断力、ストレス耐性や問題解決能力など

の感覚をもどしていく。

(3)より円滑な対人交流の習得

グループや集団認知療法などを通して、対人交流について振り返ったり、学んだり して

いく。

・併せて再発予防の心理教育的アプローチを行う。

NTT東日本 関東病院 精神神経科

例：デイケアの「復職プログラム」＇１（

http://www.ntt-east.co.jp/kmc/sinryo/19program.html#A_01 26



ささがわ通り 心・身クリニック＇三重県四日市市（

○復職準備コース
うつ病による休業者のための復職支援デイケア
オフィスワーク・心理教育・認知療法などのプロ
グラムをリハビリテーションとして行なう。

対象者

・うつ病で現在会社を休んでいて、復職を目指している者
・リハビリテーションにて復職が見込まれる者
・少なくても週2回＇9：00～15：00（来所でき、プログラムに

参加できる者
・その他デイケアを利用する上で、支障がない者

以上の条件が満たし、かつデイケア担当医に必要と判断さ
れた者のみ利用できる。

　 月 火 水 木 金 

オフィスワーク グループ認知療法 うつの研究会

フィールドワーク うつ病心理教育 オフィスワーク

ヨガ＇DVD（ 職場道場 オフィスワーク

＆ ＇ロールプレイ（ 定期面接・

ジム オフィスワーク 週間振り返り

AM オフィスワーク ウォーキング

PM インドアスポーツ ヨガ＇外部講師（

例：デイケアの「復職プログラム」＇２（

http://www.sasagawa-clinic.com/guide-in/4f.html#FUKUSHOKU 27



平成20年度厚生労働科学研究補助金＇こころの健康科学事業（：リワークプログラムを中心とするうつ病の早期発見から職場復帰
に至る包括的治療法に関する研究、研究代表者、秋山剛、分担研究：リワークプログラム実施状況に関する調査、五十嵐良雄

デイケア等において実施されるリワーク＇復職支援（プログラム

※回答施設の内訳：全３７医療機関＇デイケア ３０施設、精神科作業療法 ２施設、通院集団精神療法 ５施設（

自己理解＇モニタリングを含む（や疾病理解 54 28.6 % 37 24.2 %

対人関係スキル 37 19.6 % 29 19.0 %

再発・再休職予防を目指したセルフケアの獲得 32 16.9 % 23 15.0 %

思考や行動パターンの修正 15 7.9 % 18 11.8 %

基礎体力の回復 14 7.4 % 14 9.2 %

モチベーションを高める/職業場面の再現 12 6.3 % 4 2.6 %

ＰＣや業務関連のスキル向上 11 5.8 % 11 7.2 %

その他＇リラクゼーション、復職準備性（ 14 7.4 % 22 14.4 %

「プログラムの目的＇複数回答（」

リワーク専門施設 リワーク非専門施設
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１（入院生活技能訓練療法

１００点＇入院から6月以内（、７５点＇入院から6月を超えた期間（

○ 看護師＇准（、作業療法士１人及び精神保健福祉士等1人＇計２人以上（の者が実施。

○ 患者1人当たり１日につき１時間以上実施した場合に限り、週１回を限度として算定できる。

○ 複数の患者を対象として行う場合には、１回に１５人以を限度とする。

入院生活技能訓練療法とは、入院中の患者であって精神疾患を有するものに対して、
行動療法の理論に裏付けられた一定の治療計画に基づき、観察学習、ロールプレイ等
の手法により、服薬習慣、再発徴候への対処技能、着衣や金銭管理等の基本生活技
能、対人関係保持能力及び作業能力等の獲得をもたらすことにより、病状の改善と社
会生活機能の回復を図る治療法をいう。

※同一日に行う他の精神科専門療法は、別に算定できない。

２（精神科作業療法 ２２０点＇1日につき（

○ 実施時間は患者1人当たり１日に２時間を標準とする。

○ 1人の作業療法士につき、１日２単位５０人＇1単位は概ね25人（以内の患者数を標準とす
る。

○ 治療上の必要があれば病棟や屋外など専用施設外において実施できる。

精神科作業療法は、精神障害者の社会生活機能の回復を目的として行うものである。

デイ・ケア以外の精神科専門療法

29



３（通院集団精神療法 ２７０点＇1日につき（

通院集団精神療法とは、入院中以外の患者＇統合失調症、躁うつ等（に対し、一定の治
療計画に基づき、集団内の対人関係の相互作用を用いて、自己洞察の深化、社会適応
技術の習得、対人関係技術の習得等をもたらすことにより、病状の改善を図る治療法。

○ 医師及び１人以上の精神保健福祉士又は臨床心理技術者等＇計２以上（の者が実施。

○ １回に１５人を限度とし、１日につき1時間以上実施した場合に、開始から６月に限り

週２回を限度として算定できる。

○ 医師及び精神保健福祉士等１人以上＇計２人以上（の者が実施。

○ １回に１０人を限度とし、１日につき1時間以上実施した場合に、開始から６月に限り

週２回を限度として算定できる。
※同一日に行う他の精神科専門療法は、別に算定できない。

４（入院集団精神療法 １００点＇１日につき（

※同一日に行う他の精神科専門療法は、別に算定できない。

入院集団精神療法とは、入院中の患者＇統合失調症、躁うつ等（に対し、一定の治療計
画に基づき、言葉によるやりとり、劇の形態を用いた自己表現等の手法により、集団内
の対人関係の相互作用を用いて、対人場面での不安や葛藤の除去、患者自身の精神
症状・問題行動に関する自己洞察の深化、対人関係技術の習得等をもたらすことにより、
病状の改善を図る治療法。
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退院患者 ３０，４９８人／月

新規入院患者 ３１，５０１人／月
＇Ｈ１７．６：精神・障害保健課調（

訪問サービス
居宅介護 ： ２２，１１７人
重度訪問介護 ： １０人
行動援護 ： １３人
重度障害者等包括支援： ０人

＇国保連データ速報＇H21.2（（

精神通院医療
約１１５万人

平成１９年度支給認定者数

＇精神・障害保健課調（

措置入院

2,276人

医療保護入院

118,069人

任意入院

202,231人

その他入院

1,759人

精神科病院 約32万人

雇用 １．３万人
＇Ｈ１５ 障害者雇用実態調査（

就労訓練・日中活動

デイ・ケア等 ＇Ｈ１８．６月１か月間 精神・障害保健課調（

精神科デイ・ケア ５８，５５２人／月 精神科デイ・ナイト・ケア ９，９９１人／月 精神科ナイト・ケア ２，３９１人／月

自宅 ＇持家・借家（
グループホーム ： ８，９３９人 ケアホーム： ３，４６９人 入所支援：194人＇国保連データ速報＇H21.2（（

＇Ｈ１７．６月末現在：精神・障害保健課調（

住

生活 活動

精神障害者の現状 ＇総患者数 約３０３万人：平成１７年患者調査（

生活訓練施設、入所授産施設入所者 ： ５，０８５人
＇平成１８年 社会福祉施設等調査（

精神障害者社会復帰施設＇入所（

精神障害者
保健福祉

手帳所持者

４４２，７２８人
＇平成１9年度末

現在（

地域

訪問看護
医療機関： ５６，０５１件

＇H17年医療施設調査（

ステーション：１２，７７７件
＇H19年精神・障害保健課調（

短期入所
５８６人

＇国保連データ速報＇ H21.2（ （

＇新体系サービス（
生活介護： ７４１人
自立訓練＇機能訓練（： １２人
自立訓練＇生活訓練（：２，３８４人
就労移行支援： ３，６０８人
就労継続支援＇Ａ型（： １，２６０人
就労継続支援＇Ｂ型（： １５，６０９人

＇国保連データ速報＇H21.2.（（

＇旧体系サービス（
通所授産施設：

７，６９８人
福祉工場： ４１１人
小規模通所授産施設：

９，１１２人
＇Ｈ18

社会福祉施設等調査報告（

職業訓練＇平成１８年度定例業務統計（

障害者職業能力開発校入校者数 ５７人
一般の職業能力開発校入校者数 ８３人
委託訓練受講者数 １２５８人

相談支援 全市町村で実施 ＇自立支援協議会設置市町村数：50％（



日中活動・就労訓練等施設の状況

１（国保連データ速報＇Ｈ２１．３（

３（厚生労働省障害保健福祉部企画課自立支援振興室調べ、平成20年4月時点で存続している事業所数

２（事業所数は社会福祉施設等調査＇H21年4月1日速報（、精神障害者利用者数はこれに同調査＇H18年（から算出
した事業所1箇所あたりの平均利用者数を乗じて推計した。

１（障害者自立支援法施設 事業所数 精神障害者利用者数

自立訓練＇機能訓練（ 165 12

自立訓練＇生活訓練（ 724 2,384

就労移行支援 1,277 3,608

就労継続支援＇A型（ 331 1,260

就労継続支援＇B型（ 2,562 15,609

計 5,059 22,873

２（精神障害者社会復帰施設 事業所数 精神障害者利用者数＇推計（

精神障害者通所授産施設 154 約4,000

精神障害者小規模通所授産施設 111 約2,600

計 265

３（法定外施設 事業所数 精神障害者利用者数

小規模作業所 2,671 　　　　　　—

合計 7,995
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